
 

特定課税対象金額等がある場合の外国法人から受ける配当等の 

総収入金額不算入額の計算に関する明細書 

 
１ この明細書は、居住者が租税特別措置法（以下「措法」といいます。）第40条の５第１項又は第

２項｟居住者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠の規定の適用を受ける場合に記載します。 

２ 「特定課税対象金額７」は、措法第40条の５第１項各号に掲げる合計額（以下「特定課税対象金

額」といいます。）を記載します。なお、特定課税対象金額を有しない場合には、「７」から「９」

までの各欄は記載を要しません。 

３ 「間接特定課税対象金額10」は、措法第40条の５第２項第１号又は第２号に規定する金額（以下

「間接特定課税対象金額」といいます。）を記載します。なお、間接特定課税対象金額を有しない場

合には、「10」から「12」までの各欄は記載を要しません。 

４ 「請求権等勘案直接保有株式等の保有割合14」は、「２」の事業年度終了の時における租税特別措

置法施行令第25条の23第１項｟剰余金の配当等の額の控除｠に規定する割合を記載します。 

５ 居住者が措法第40条の８第１項又は第２項｟特殊関係株主等である居住者に係る特定外国法人

の課税対象金額等の総収入金額算入｠の規定の適用を受ける場合には、この明細書に所要の調整を

して記載します。 


